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「地方公会計の推進に関する研究会」 

開催要綱 

 

１．趣  旨 

ほぼ全ての地方公共団体において統一的な基準による地方公会計が整備され

たところであり、今後は、各地方公共団体において同基準による固定資産台帳の

更新及び財務書類の作成・公表が毎年度適切に行われるとともに、これらの情報

が資産管理や予算編成などに活用されることが必要であることから、活用の具

体的な方法の検討及び先進事例の更なる収集等を行うため、「地方公会計の推進

に関する研究会」を開催する。 

 

２．名  称 

本研究会は、「地方公会計の推進に関する研究会」（以下「研究会」という。）

と称する。 

 

３．構 成 員 

別紙のとおりとする。 

 

４．運  営 

（１）座長は、研究会を招集し、主宰する。 

（２）座長は、必要があると認めるときは、あらかじめ座長代理を指名すること

ができる。 

（３）座長は、必要に応じ、必要な者に出席を求めることができる。 

（４）研究会は、原則公開とするが、座長は、必要があると認めるときは研究会

を公開しないものとすることができる。 

（５）研究会終了後、配布資料を公表する。また、速やかに研究会の議事概要を

作成し、これを公表するものとする。 

（６）本要綱に定めるもののほか、研究会の運営に関し必要な事項は座長が定め

るものとする。 

 

５．開催期間 

平成 30年６月から開催する。 

 

６．庶  務 

研究会の庶務は、総務省自治財政局財務調査課が行う。 

 



 

別紙 

 

地方公会計の推進に関する研究会 名簿 

 

 

（敬称略・五十音順） 

天川  竜治    熊本県宇城市総務部次長 

荒 川  渓      北海道大学公共政策大学院准教授 

石原  和己    さいたま市財政課課長補佐 

小西 砂千夫      関西学院大学大学院人間福祉学部・経済学研究科教授  
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地方公会計の推進に関する研究会 開催状況 

 

 

第１回開催 平成３０年６月２２日（金） 
 ○ 開催要項（案）について 
 ○ 検討内容及び今後のスケジュール（案）について 
 ○ セグメント分析に関する論点等について 
 〇 指標の検証等について 
 〇 財務書類の主な内容等の一覧表（案）について 
 
第２回開催 平成３０年８月２０日（月） 

 ○ 前回（６月２２日）の議論について 
 ○ セグメント分析に関するワーキンググループについて 
 〇 指標の検証等について 
 〇 財務書類の主な内容等の一覧表（案）について 

 
第３回開催 平成３０年１１月１日（木） 

 ○ 前回（８月２０日）の議論について 
 ○ セグメント分析に関するワーキンググループにおける検討等について 
 〇 指標の検証等について 
 〇 財務書類の主な内容等の一覧表（修正案）について 
 
第４回開催 平成３１年１月１１日（金） 

 ○ 前回（１１月１日）の議論について 
 ○ 報告書（案）について 

 

 
  



セグメント分析に関するワーキンググループ 開催状況 

 

 

第１回開催 平成３０年８月３日（金） 
 ○ 開催要項（案）について 
 ○ 今後のスケジュール（案）について 
 ○ 先進団体における取組例について 
 ○ 各地方公共団体における取組案について 
 
第２回開催 平成３０年９月２１日（金） 

 ○ 前回（８月３日）の議論について 
 ○ 各地方公共団体における取組状況について 
○ セグメント分析の目的に応じた配賦基準等の考え方等について 
 

第３回開催 平成３０年１０月１９日（金） 

 ○ 前回（９月２１日）の議論について 
 ○ 各地方公共団体における取組状況について 
○ セグメント分析の目的に応じた配賦基準等の例について 
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